
（１）第690号（毎月１日発行） ＪＲ連合 令和7年（2025）12月1日ＪＲ連合 令和6年（2024）10月1日（１）第 674号（毎月1日発行）

JAPAN  RAILWAY  TRADE  UNIONS  CONFEDERATION

日本鉄道労働組合連合会
〒103-0022 東京都中央区日本橋室町1-8-10 
                                             東興ビル9階

●発行者／荻山市朗　●編集者／宮野勇馬

TEL（NTT）03-3270-4590
FAX（NTT）03-3270-4429
１部２０円（但し組合費に含む）

h t t p : / / w w w . j r - r e n g o . j p

強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
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総
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安
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安
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で
将
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希
望
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Ｒ
グ
ル
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Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
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・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！
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（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った
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総
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全
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安
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将
来
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希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
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概
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要
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・
税
制
改
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Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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土
・
領
海
・
領
空
を
守
る
た
め

に
い
か
な
る
構
え
が
必
要
か
、

そ
う
い
っ
た
観
点
か
ら
あ
ら
ゆ

る
選
択
肢
を
検
討
し
て
い
き
た

い
」
旨
の
答
弁
を
し
た
。

　

さ
ら
に
榛
葉
議
員
は
、「
我

が
国
の
鉄
道
予
算
は
１
０
０
０

億
円
で
、
道
路
予
算
の
２
兆
円

と
比
較
し
て
20
分
の
１
で
あ

り
、
も
っ
と
鉄
道
を
大
事
に
し

て
ほ
し
い
」
旨
を
発
意
し
、
Ｊ

Ｒ
連
合
が
こ
れ
ま
で
も
内
外
に

発
信
し
て
き
た
課
題
認
識
を
広

く
共
有
し
た
。

す
る
べ
き
」
旨
を
指
摘
し
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
小
泉
防
衛
大

臣
は
、「
鉄
道
活
用
と
い
う
面

も
含
め
、
戦
略
三
文
書
の
改
定

の
様
々
な
議
論
の
中
で
、
日
本

の
防
衛
力
整
備
、日
本
の
治
安
、

ま
た
平
和
、
そ
し
て
日
本
の
領

通
省
は
収
入
原
価
算
定
要
領
を

見
直
し
、
物
価
上
昇
に
対
応
で

き
る
仕
組
み
と
し
て
お
り
、
複

数
の
事
業
者
が
運
賃
改
定
を
実

施
し
て
い
る
。
今
後
も
適
時
適

切
に
対
応
し
て
い
く
」
と
の
内

容
に
留
ま
っ
た
。

　

浜
野
議
員
は
さ
ら
に
、「
鉄

道
料
金
な
ど
の
改
定
に
つ
い
て

は
長
期
間
を
要
す
る
場
合
も
多

く
、
物
価
上
昇
な
ど
外
部
環
境

の
変
化
に
応
じ
て
料
金
に
反
映

で
き
る
措
置
を
検
討
す
べ
き
」

と
主
張
し
た
。

　

鉄
道
運
賃
・
料
金
へ
の
価
格

転
嫁
に
関
す
る
課
題
は
山
積
し

て
い
る
が
、
Ｊ
Ｒ
産
業
を
将
来

に
わ
た
っ
て
持
続
的
に
発
展
さ

せ
て
い
く
た
め
に
、
関
係
議
員

と
の
連
携
を
さ
ら
に
深
め
、
引

き
続
き
取
り
組
み
を
進
め
て
い

く
。

議
員
懇
・
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
所
属
議
員

Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
実
現
に
向
け

関
係
議
員
が
参
議
院
予
算
委
員
会
で
質
疑

　

Ｊ
Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
、「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議

員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
所
属
議
員
が
、
今
国
会
の
関
連
委
員
会
に
お
い

て
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
実
現
に
向
け
、
政
府
に
対
し
質
疑
を
展
開

し
て
い
る
。

11
月
12
日
、
参
議
院
予
算
委
員
会
に
お
い
て
、
Ｊ
Ｒ
連
合
国
会

議
員
懇
談
会
の
会
長
を
務
め
、
本
年
７
月
の
参
議
院
選
挙
で
再
選

を
果
た
し
た
榛
葉
賀
津
也
議
員
（
国
民
民
主
党
幹
事
長
）
が
、

「
貨
物
鉄
道
の
重
要
性
」
に
つ
い
て
質
疑
を
行
っ
た
。

　

翌
13
日
に
は
、「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」

に
所
属
し
、
同
じ
く
参
議
院
選
挙
で
再
選
を
果
た
し
た
浜
野
よ
し

ふ
み
議
員
が
同
予
算
委
員
会
に
お
い
て
、「
鉄
道
料
金
の
改
定
」

に
つ
い
て
質
疑
に
立
っ
た
。

h t t p s : / / w w w . j r - r e n g o . j p

住吉労働政策局長

浜野参議院議員

の
薬
価
な
ど
に
つ
い
て
も
検
討

を
進
め
て
い
く
べ
き
」
と
指
摘

し
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
金
子
国
土
交

通
大
臣
の
答
弁
は
、「
国
土
交

　

浜
野
議
員
は
、「
骨
太
方
針

２
０
２
５
」
に
盛
り
込
ま
れ
て

い
る
、
物
価
上
昇
に
合
わ
せ
た

公
的
制
度
の
点
検
・
見
直
し
を

踏
ま
え
、
金
子
恭
之
国
土
交
通

大
臣
に
対
し
、「
予
算
・

税
制
に
と
ら
わ
れ
な
い
公

定
価
格
全
般
に
つ
い
て
検

討
を
進
め
て
い
く
べ
き
。

例
え
ば
、
電
力
分
野
の
規

制
料
金
、
託
送
料
金
、
さ

ら
に
鉄
道
料
金
や
医
薬
品

　

連
合
は
10
月
31
日
、
都
内
で

２
０
２
６
春
季
生
活
闘
争
中
央

討
論
集
会
を
開
催
し
、各
産
別
、

地
方
連
合
会
な
ど
か
ら
、
オ
ン

ラ
イ
ン
を
含
め
総
勢
５
７
４
人

が
参
画
し
た
。

　

主
催
者
を
代
表
し
て
挨
拶
し

た
芳
野
友
子
会
長
は
、「
２
０

２
６
春
季
生
活
闘
争
は
日
本
社

会
全
体
の
正
念
場
で
あ
り
、
一

人
ひ
と
り
が
『
未
来
づ
く
り
春

闘
』
を
牽
引
す
る
主
役
で
あ
る

こ
と
を
自
覚
し
て
取
り
組
も
う
」

と
決
意
を
述
べ
、「
賃
上
げ
ノ
ル

ム
の
確
立
」「
格
差
是
正
」「
働

き
方
改
善
」「
ジェン
ダ
ー
平
等
・

多
様
性
推
進
」「
仲
間
づ
く
り
」の

５
点
に
つ
い
て
所
見
を
述
べ
た
。

　

基
調
講
演
、
委
員
会
報
告
の

後
、
事
務
局
か
ら
提
起
さ
れ
た

「
基
本
構
想
」
で
は
、「
実
質

連
合
２
０
２
６
春
季
生
活
闘
争
中
央
討
論
集
会

闘
争
方
針
の
策
定
に
向
け
て
、

Ｊ
Ｒ
連
合
の
課
題
認
識
を
発
信

賃
金
を
１
％
上
昇
軌
道
に
乗
せ
、

賃
上
げ
ノ
ル
ム
に
し
よ
う
」
と

す
る
基
本
ス
タ
ン
ス
が
示
さ

れ
、
賃
上
げ
目
安
は
「
賃
上
げ

分
３
％
以
上
、
定
昇
相
当
分
含

め
５
％
以
上
」
の
ほ
か
、
中
小

労
組
な
ど
は
格
差
是
正
分
と
し

て
１
％
以
上
を
加
え
る
こ
と

や
、
有
期
・
短
時
間
・
契
約
等

労
働
者
は
、
最
低
賃
金
引
上
げ

率
を
上
回
る
７
％
以
上
と
の
構

想
が
提
起
さ
れ
た
。

　

全
体
討
議
で
は
、
各
産
別
の

代
表
者
ら
が「
賃
上
げ
を
当
た
り

り
前
に
し
、
格
差
拡
大
に
歯
止

め
を
か
け
る
べ
き
」「
す
べ
て
の

産
業
で
価
格
転
嫁
が
実
現
で
き

る
よ
う
強
力
な
発
信
と
旗
振
り

を
お
願
い
し
た
い
」
な
ど
の
活

発
な
意
見
が
出
さ
れ
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
を
代
表
し
て
質
疑

に
立
っ
た
住
吉
一
家
労
働
政
策

局
長
は
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
価

格
転
嫁
は
容
易
で
は
な
く
、
主

と
し
て
産
別
で
取
り
組
む
が
、

連
合
の
取
り
組
み
が
後
押
し
と

な
る
よ
う
期
待
す
る
」「
中
小
労

組
だ
け
で
な
く
、
賃
金
水
準
が

低
位
に
あ
る
産
業
も
積
極
的
な

上
積
み
を
検
討
す
べ
き
」な
ど
、

Ｊ
Ｒ
連
合
の
課
題
認
識
を
発
言

し
た
。

　

連
合
は
、
本
集
会
や
各
会
議

で
の
議
論
を
踏
ま
え
、
11
月
28

日
に
開
催
し
た
中
央
委
員
会
に

お
い
て
、
２
０
２
６
春
季
生
活

闘
争
方
針
を
決
定
し
た
。

た
。
Ｊ
Ｒ
各
単
組
の
妥
結
状
況

は
、
下
表
の
と
お
り
。

ＪＲ北海道労組から
ＪＲ連合ＪＲ北労組に加入

賃上げ目安として「賃上げ分３％以上、定昇相当分含め５％以上」
のほか、中小労組などの格差是正が提起された

「
鉄
道
料
金
の
改
定
」
に
つ
い
て
主
張

２０２５年年末手当
ＪＲ単組で妥結

昨年を上回る
回答引き出す

　
Ｊ
Ｒ
７
単
組
は
、11
月
26
日
ま

で
に
２
０
２
５
年
年
末
手
当
に

い
て
、
全
単
組
で
昨
年
を
上
回

る
回
答
を
引
き
出
し
妥
結
し
た
。

　

職
場
で
奮
闘
す
る
組
合
員
の

努
力
に
よ
り
、
Ｊ
Ｒ
各
社
は
順

調
に
業
績
が
上
向
く
中
、各
社
と

も
に
慎
重
な
経
営
姿
勢
を
背
景

に
、
各
単
組
と
も
要
求
に
は
届

か
な
い
回
答
で
あ
っ
た
。
併
せ

て
、
物
価
上
昇
に
実
質
賃
金
が

追
い
つ
か
な
い
現
状
で
も
あ
り
、

組
合
員
の
年
末
手
当
へ
の
期
待

は
大
き
な
も
の
と
な
っ
て
い
た
。

　

各
単
組
は
、
組
合
員
の
負
託

に
応
え
る
べ
く
、
最
後
の
最
後

ま
で
、粘
り
強
く
交
渉
に
あ
た
っ

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は

11
月
17
日
、京
都

府
を
訪
問
し
、

交
通
政
策
に
関

す
る
意
見
交
換

を
実
施
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
内

局
役
員
を
は
じ

め
、
Ｊ
Ｒ
西
労

組
、
同
京
都
地

本
か
ら
も
参
加

を
得
て
、
西
脇

隆
俊
京
都
府
知

事
、
そ
の
後
の
京
都
府
交
通

政
策
課
と
の
意
見
交
換
で
は
、

北
陸
新
幹
線
敦
賀
以
西
ル
ー
ト
、

ロ
ー
カ
ル
線
に
つ
い
て
の
意
見

交
換
、課
題
共
有
を
図
り
、有
意

義
な
自
治
体
訪
問
と
な
っ
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
上
村
良

成
会
長
、宮
野
勇
馬
企
画
局
長
、

石
川
敏
也
産
業
政
策
局
長
、Ｊ
Ｒ

西
労
組
か
ら
は
羽
野
敦
之
中

央
執
行
委
員
長（
Ｊ
Ｒ
連
合
副
会

長
）、川
端
準
一
書
記
長（
Ｊ
Ｒ

連
合
執
行
委
員
）、石
田
原
潔
政

策
部
長
、京
都
地
本
の
代
表
者
が

参
画
し
た
。
実
施
に
あ
た
っ

て
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
地
方
議
員

団
連
絡
会
に
所
属
す
る
梶
原

英
樹
京
都
府
議
、
大
伴
る
い

長
岡
京
市
議
、
近
藤
宏
和
向

日
市
議
に
参
画
い
た
だ
い
た
。

　

西
脇
京
都
府
知
事
と
の
意

見
交
換
で
は
、
上
村
会
長
よ

り
地
域
交
通
の
必
要
性
と
獣

害
被
害
に
つ
い
て
、
羽
野
副

会
長
か
ら
は
北
陸
新
幹
線
の

早
期
全
面
開
通
等
に
つ
い
て

訴
え
た
。

　

西
脇
知
事
は
「
地
方
交

通
は
全
国
的
に
同
じ
課
題

に
直
面
し
て
お
り
、
採
算

だ
け
を
考
え
て
い
て
は
、

答
え
は
出
な
い
。
ど
の
よ

う
に
公
費
を
投
入
す
る
か

知
恵
を
絞
ら
な
く
て
は
い

け
な
い
」
と
述
べ
る
と
と

も
に
、
北
陸
新
幹
線
敦
賀

以
西
ル
ー
ト
問
題
や
、
獣

害
被
害
に
つ
い
て
も
、
解

決
に
向
け
連
携
し
て
い
く

考
え
を
示
し
た
。

　

そ
の
後
、
交
通
政
策
課
と
の

意
見
交
換
を
行
い
、ロ
ー
カ
ル
線
に

関
す
る
協
議
状
況
や
北
陸
新

幹
線
敦
賀
以
西
ル
ー
ト
の
課
題
、

オ
ー
バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
現
状
等

に
つ
い
て
情
報
を
共
有
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
今
回
得
た

知
見
や
情
報
を
政
策
活
動
に

反
映
さ
せ
る
と
と
も
に
、今
後
も

課
題
の
解
決
に
向
け
あ
ら
ゆ

る
関
係
者
の
理
解
と
協
力
を

求
め
、
関
係
機
関
と
の
対
話

を
積
極
的
に
行
っ
て
い
く
。

京都府知事・交通政策課と意見交換
ＪＲ連合の政策活動への

理解を求める

単組名

ＪＲ北労組

イーストユニオン

ＪＲ東海ユニオン

ＪＲ西労組

ＪＲ四国労組

ＪＲ九州労組

貨物鉄産労

２０２５年 ２０２４年
妥結内容

2.0ヵ月
12月13日支払

2.9ヵ月
12月３日支払

3.0ヵ月
12月10日支払

年5.2ヵ月

2.28ヵ月
12月６日支払

2.55ヵ月
12月10日支払

1.62ヵ月
12月６日支払

妥結内容

2.05ヵ月
12月12日支払

3.0+0.1ヵ月
12月３日支払

3.1ヵ月
12月10日支払

年5.3ヵ月
12月10日支払

2.44ヵ月
12月５日支払

2.8ヵ月
12月10日支払

1.74ヵ月
12月５日支払

要求内容

3.0ヵ月

3.2ヵ月

3.3ヵ月

年5.7ヵ月

2.8ヵ月

3.0ヵ月

3.07ヵ月

妥結日

11月26日

11月11日

11月12日

３月11日

11月21日

11月20日

11月19日

要求日

10月22日

10月20日

10月７日

２月６日

10月１日

10月１日

10月14日

2025年年末手当要求及び妥結状況表

加入速報
ＪＲ北海道労組から

ＪＲ連合ＪＲ北労組に加入
（11月１日付）

自動車支部北広島分会
全国のＪＲ連合の仲間は
心から加入を歓迎します

事
の
際
に
北
海
道
か
ら
南
西
に

物
を
運
ぶ
と
き
に
、
車
両
や
船

だ
け
で
な
く
貨
物
鉄
道
と
い
う

の
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
。
貨

物
鉄
道
を
し
っ
か
り
有
効
活
用

「
貨
物
鉄
道
の
重
要
性
」
に
つ
い
て
質
す

　

榛
葉
議
員
は
、
小
泉
進
次
郎

防
衛
大
臣
に
対
し
、
国
防
予
算

に
占
め
る
公
共
イ
ン
フ
ラ
整
備

費
に
、「
鉄
道
」
が
計
上
さ
れ

て
い
な
い
と
の
回
答
を
引
き
出

し
た
う
え
で
、
海
外
で
は

有
事
の
際
に
貨
物
鉄
道
が

活
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
に

言
及
し
、「
日
本
に
お
い

て
も
鉄
道
を
防
衛
に
関
連

し
た
重
要
な
イ
ン
フ
ラ
と

位
置
付
け
る
べ
き
」「
有

榛葉参議院議員
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針
を
決
定
し
た
。安
全
の
確
立
、

民
主
化
闘
争
の
完
遂
、
経
営
自

立
に
向
け
た
取
り
組
み
を
は
じ

め
と
す
る
各
種
課
題
に
関
す
る

認
識
を
共
有
し
、
新
体
制

を
確
立
す
る
と
と
も
に
、

力
強
く
活
動
を
展
開
し
て

い
く
決
意
を
固
め
合
っ
た
。

　

冒
頭
、
挨
拶
に
立
っ
た

人
見
圭
一
議
長
（
Ｊ
Ｒ
北

労
組
中
央
執
行
委
員
長
）

は
、
安
全
の
確
立
に
つ
い

て
、
Ｊ
Ｒ
北
海
道
が
「
強

化
型
保
安
監
査
体
制
」
下

に
あ
る
現
状
に
触
れ
、
ま

た
政
策
に
つ
い
て
、
黄
線

副
議
長　
　
　

菊
地　

克
敏

（
貨
物
鉄
産
労
）

事
務
局
長　
　

斎
藤
洋
治
郎

（
Ｊ
Ｒ
北
労
組
）

事
務
局
次
長　

吉
永　

和
史

（
貨
物
鉄
産
労
）

と
と
す
る
。

現
場
の
声
を
共
有
し

組
織
課
題
を
議
論

　

翌
25
日
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合

第
20
回
女
性
役
員
意
見
交
換
会

を
開
催
し
た
。

　

冒
頭
、
上
村
会
長
は
、
昨
年

モ
ロ
ッ
コ
で
開
催
さ
れ
た
Ｉ
Ｔ

Ｆ
世
界
大
会
で
は
代
議
員
の
半

数
が
女
性
で
あ
っ
た
こ
と
に
触

れ
、「
世
界
で
は
女
性
参
画
は

進
ん
で
お
り
、
日
本
社
会
の
遅

つ
な
げ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」
と
挨
拶
し
た
。

　

基
調
講
演
で
は
、
早
稲
田
大

学
・
浅
倉
む
つ
子
名
誉
教
授
か

ら
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
制
定

を
め
ぐ
る
議
論
や
雇
用
分
野
に

残
さ
れ
て
い
る
課
題
、
こ
れ
か

ら
の
労
働
組
合
に
期
待
す
る
こ

と
な
ど
が
提
起
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
基
調
講
演
を
受
け
て

の
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、

労
働
組
合
と
し
て
同
法
の
制
定

に
向
け
て
ど
の
よ
う
な
運
動
を

展
開
し
、
職
場
に
ど
う
波
及
さ

せ
て
き
た
か
と
い
っ
た
議
論
が

行
わ
れ
た
。

　

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
を
力

に
、
そ
れ
ぞ
れ
が
組
織
に
持
ち

帰
り
、
自
組
織
に
合
っ
た
形
で

取
り
組
み
を
展
開
し
て
い
く
こ

成
組
織
・
地
方
連
合
会
等
か
ら

多
く
の
仲
間
が
参
加
し
、
Ｊ
Ｒ

連
合
か
ら
も
上
村
会
長
を
は
じ

め
15
人
が
参
加
し
た
。

　

冒
頭
、
連
合
の
芳

野
会
長
は
、「
こ
れ

ま
で
の
先
輩
方
の
奮

闘
に
よ
り
、
女
性
の

働
き
方
、生
き
方
は
、

着
実
に
変
化
し
て
き

た
。
今
後
、
ジ
ェ
ン

ダ
ー
平
等
の
実
現
に

向
け
て
、
こ
れ
ま
で

の
歴
史
を
振
り
返
り
、

未
来
へ
と
バ
ト
ン
を

　

連
合
は
、
10
月
24
日
、
東

京
都
内
に
て
、
２
０
２
５
連
合

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
推
進
中
央
集

会
を
開
催
し
た
。
集
会
に
は
構

２
０
２
５
連
合
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
推
進
中
央
集
会

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
を
力
に

男
女
平
等
を
推
進
し
よ
う

で
締
め
く
く
っ
た
。

　

翌
日
は
西
日
本
ジ
ェ
イ
ア
ー

ル
バ
ス
大
阪
営
業
所
の
視
察
や

大
阪
営
業
所
と
の
意
見
交
換
を

実
施
し
た
。
営
業
所
の
視
察
で

は
、
Ｉ
Ｔ
点
呼
の
実
施
状
況
を

10
月
19
日
、
Ｊ
Ｒ
連
合
北

海
道
地
方
協
議
会
は
札
幌
市
内

で
第
７
回
定
期
委
員
会
を
開
催

し
、
向
こ
う
１
年
間
の
活
動
方

女性役員意見交換会

集会参加者で芳野連合会長を囲む

れ
を
痛
感
し
た
。
女
性
が
働
き

や
す
い
職
場
は
誰
に
と
っ
て
も

働
き
や
す
い
職
場
で
あ
る
」
と

Ｊ
Ｒ
産
業
全
体
で
の
環
境
改
善

を
呼
び
か
け
た
。

　

意
見
交
換
で
は
、
参
加
者
か

ら
「
役
員
の
経
験
を
通
し
て
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
が
広
が
り
、
異
動
し

て
も
仕
事
が
し
や
す
く
な
っ
た
」

「
社
歴
が
浅
く
て
も
相
談
で
き

る
人
が
増
え
た
」
な
ど
の
声
が

寄
せ
ら
れ
た
。
一
方
で
〝
組
合

自
動
車
連
絡
会
第
33
回
総
会

持
続
可
能
な
Ｊ
Ｒ
バ
ス
産
業
を

〜
直
面
す
る
課
題
を
議
論
〜

活
動
は
負
担
が
大
き
い
〞
と
い

う
イ
メ
ー
ジ
の
払
拭
や
未
経
験

者
へ
ど
う
声
を
か
け
る
か
が
共

通
の
課
題
と
し
て
示
さ
れ
た
。

他
に
も
「
楽
し
ん
で
活
動
し
て

い
る
姿
を
伝
え
る
」「
知
り
合

い
同
士
で
参
加
し
や
す
い
仕
組

み
を
つ
く
る
」
と
い
っ
た
工
夫

が
紹
介
さ
れ
た
。

　

本
意
見
交
換
会
は
、
女
性
役

員
の
参
画
拡
大
に
向
け
、
課
題

の
解
消
に
向
け
た
実
践
的
な
ヒ

ン
ト
が
共
有
さ
れ
た
場
と
な
っ

た
。

の
重
要
性
に
言
及
し
た
う
え
で
、

労
働
条
件
の
改
善
や
労
働
基
準

関
係
法
制
見
直
し
の
動
向
、
男

女
平
等
参
画
推
進
や
産
業
政
策

に
対
す
る
課
題
提
起
を
行
っ
た
。

　

総
会
で
は
、
Ｊ
Ｒ
バ
ス
産
業

の
持
続
的
な
発
展
に
向
け
た
取

り
組
み
や
安
全
の
確
立
、
各
種

政
策
課
題
の
解
決
、
労
働
条
件

の
改
善
、
組
織
の
強
化
・
拡
大

に
つ
い
て
向
こ
う
一
年
間
の
方

針
を
決
定
し
た
後
、
矢
田
代
表

幹
事
に
よ
る
団
結
が
ん
ば
ろ
う

北
海
道
地
協
第
７
回
定
期
委
員
会

  
真
っ
当
な
労
働
運
動
を

区
や
線
路
使
用
料
に
関
す
る
課

題
提
起
を
行
い
、
そ
れ
ら
の
課

題
解
決
に
向
け
て
、
さ
ら
な
る

組
織
強
化
・
拡
大
に
取
り
組
む

決
意
を
語
っ
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
谷
口
組
織

局
長
が
参
画
し
、
日
々
の
取
り

組
み
に
敬
意
を
表
す
る
と
と
も

に
、
安
全
の
確
立
に
向
け
た
取

り
組
み
、
Ｊ
Ｒ
貨
物
労
組
に
お

け
る
組
織
課
題
の
現
状
に
も
触

れ
、
真
っ
当
な
労
働
運
動
を
と

も
に
推
し
進
め
る
べ
く
、連
帯
・

激
励
の
挨
拶
を
行
っ
た
。

　

そ
の
後
、
事
務
局
よ
り
経
過

報
告
、活
動
方
針
案
、２
０
２
６

春
季
生
活
闘
争
に
向
け
た
取
り

組
み
等
が
提
起
さ
れ
た
。
質
疑

応
答
で
は
、離
職
者
数
の
実
情
、

人
手
不
足
の
現
状
を
踏
ま
え
た

処
遇
改
善
の
重
要
性
に
つ
い
て

討
議
を
行
い
、
す
べ
て
の
議
案

が
満
場
一
致
で
承
認
さ
れ
た
。

　

役
員
選
出
で
は
、
新
し
く
幹

事
に
、
田
口
広
大
氏
（
Ｊ
Ｒ
北

労
組
中
央
執
行
副
委
員
長
）
が

選
出
さ
れ
、
再
任
さ
れ
た
人
見

議
長
の
も
と
、
新
執
行
体
制
を

確
立
し
た
。

《
四
役
》

議　
　

長　
　

人
見　

圭
一

（
Ｊ
Ｒ
北
労
組
）

新規加盟組合
紹　介

鉄道運輸機構労働組合
〈略称：鉄構労〉

　私たち鉄道運輸機構労働組合（鉄構労）は、
独立行政法人 鉄道・運輸機構（JRTT）で働
く組合員から構成される社内唯一の労働組
合です。当機構は整備新幹線を含む鉄道新
線の建設を専門とする我が国唯一の公的機
関であり、1964年に設立された日本鉄道建
設公団を前身としています。公団設立時は
職員のほとんどが国鉄出身者であり、元組
合員だったのですが、国鉄時代の所属組合
によらずひとつの組合を作ろうということ
で61年前に結成されたのが私たち組織の始

まりです。
　鉄構労は組合員750人の単組ですが、北海
道から九州まで全国に６支部を展開して活
動しています。ＪＲ連合とは交運労協を通
じて長年共闘させていただいており、特に
2021年以降、執行委員同士の意見交換会を
定期開催するようになり、2023年には共同
で「高速鉄道・新幹線ネットワークの構築と
計画推進に係る政策提言」を発表するなど、
連携を深めてきました。
　今回、新たにＪＲ連合の一員に加えていた
だきました。組織名に「ＪＲ」が入っていな
いので「謎の組織」と感じる方もいらっし
ゃるかもしれませんが、遡れば国鉄を祖先
とする遠い親戚筋ですので、仲良くしてい
ただけたら幸いです。
　整備新幹線、特に北陸・西九州新幹線の
延伸工事は着工が遅れている状況ですが、
四国等も含めて、日本経済の成長エンジン
である全国新幹線鉄道網の完成は急務です。
営業主体・建設主体の労組が一丸となった
ＪＲ連合の力で、着工を後押していけたら嬉しい
です。これから共に頑張りましょう。

　

自
動
車
連
絡
会
は
10
月
28

日
、
大
阪
市
内
に
て
第
33
回

総
会
を
開
催
し
た
。
全
国
か
ら

Ｊ
Ｒ
バ
ス
産
業
で
働
く
仲
間
が

集
ま
り
、
人
手
不
足
を
は
じ
め

と
す
る
バ
ス
産
業
の
課
題
解
決

に
向
け
て
議
論
を
交
わ
し
た
。

　

冒
頭
、
自
動
車
連
絡
会
を
代

表
し
て
挨
拶
に
立
っ
た
矢
田
尊

弘
代
表
幹
事（
Ｊ
Ｒ
西
労
組
西
バ

ス
地
本
執
行
委
員
長
）は
、人
手

不
足
の
中
で
あ
っ
て
も
、
増
加

す
る
観
光
・
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需

要
に
対
応
し
て
い
る
組
合
員
の

奮
闘
に
謝
辞
を
述
べ
る
と
と
も

に
、
安
全
確
立
は
バ
ス
労
働
者

の
最
大
の
使
命
で
あ
り
、
Ａ
Ｂ

Ｃ
運
動
等
の
安
全
の
取
り
組
み

を
推
進
し
て
い
こ
う
と
呼
び
か

け
た
。Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
上
村
会

長
、
石
川
産
業
政
策
局
長
、
谷

口
昌
隆
組
織
局
長
が
出
席
し
、代

表
し
て
挨
拶
し
た
上
村
会
長
は
、

産
業
基
盤
と
し
て
の
安
全
確
保

確
認
し
、参
加
者
は
導
入
の
メ
リ
ッ

ト
等
を
体
感
す
る
と
と
も
に
、自

組
織
で
の
活
用
方
を
想
起
し
た
。

ま
た
、
意
見
交
換
で
は
、
万
博

輸
送
へ
の
営
業
所
一
丸
と
な
っ

た
取
り
組
み
を
聞
く
と
と
も
に

採
用
、
教
育
研
修
に

つ
い
て
議
論
し
、
有

意
義
な
機
会
と
な
っ

た
。

　

自
動
車
連
絡
会
は
、

魅
力
あ
る
バ
ス
産
業

の
実
現
や
Ｊ
Ｒ
バ
ス

労
働
者
の
処
遇
改
善

に
向
け
、
全
国
の
仲

間
と
一
丸
と
な
っ
て

取
り
組
ん
で
い
く
。

自動車連絡会総会第33回総会

北海道地協第７回定期委員会

ＪＲ連合加盟を組織決定した鉄構労第62回定期大会

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
２
０
２
３

年
に
更
新
し
た
友
好
協
定
に

基
づ
き
、台
湾
鉄
道
の
労
働
組

合
で
あ
る
台
湾
鉄
路

企
業
工
会
と
の
連
帯

を
深
め
る
た
め
、
上

村
会
長
を
中
心
と
す

る
台
湾
鉄
路
企
業
工

会
第
16
次
訪
台
団
を

結
成
し
、
10
月
13
日

〜
18
日
に
か
け
て
台

湾
を
訪
問
し
た
。

　

台
湾
鉄
路
企
業
工

会
と
の
交
流
は
、
１

９
９
３
年
６
月
「
日

華
鉄
道
労
働
者
人
物

交
流
に
関
す
る
協
定
」

を
締
結
し
て
以
降
、
２
０
１

９
年
11
月
の
第
14
次
訪
問
団

に
至
る
ま
で
毎
年
実
施
し
て

き
た
。
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
中

断
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
た

が
、
２
０
２
３
年
に
相
互
交

流
を
再
開
し
て
き
た
。

　

訪
問
初
日
に
は
、
台

湾
鉄
路
企
業
工
会
童
世

哲
理
事
長
以
下
の
歓
迎

を
受
け
、
上
村
会

長
は
「
今
回
の
訪

問
に
よ
っ
て
、両
者

の
連
帯
が
一
段
と

深
ま
る
こ
と
を
願

う
」
と
挨
拶
し
た
。

　

歓
迎
交
流
会
に

は
、
台
湾
鉄
路
公

司（
会
社
）ト
ッ
プ

の
馮
輝
昇
総
経
理

や
以
前
か
ら
親
交
の
あ
る

黃
振
照
副
総
経
理
も
出

席
し
、
公
有
民
営
化
後
も

安
全
な
鉄
道
を
不
断
に
追
求

し
て
い
く
こ
と
の
重
要
性
等

に
つ
い
て
意
見
を
交
わ
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
引
き
続
き
、

理
念
を
同
じ
く
す
る
国
内
外

の
労
働
者
と
連
帯
し
て
取
り

組
ん
で
い
く
。

台湾鉄路企業工会第16次訪台団

友好協定に基づき
相互の連帯を確認


